
『中小企業景況調査概況』 

 

 福井県信用保証協会では、協会利用企業者の現状を把握し中小企業の経営をサポ

ートするため、景況調査を実施しましたので調査結果をお知らせいたします。 

（当協会の利用企業は従業員２０人以下の企業が９割以上を占めています。） 

 

 

 

 

 

 

 

【概 要】 

・ 今回調査における中小企業の景況感は、「業況」、「売上高」で前回（平成３０年４

～６月）調査に引き続き改善しており、全体として回復傾向が続いている 

・ 来期(平成３１年１～３月)については、「仕入価格」以外の全ての項目で悪化が予

想されており、人手不足の問題も深刻化していることなどから厳しい状況が見込

まれる 

【保証動向】[平成３０年度（４～１２月末）] 

・ 平成３０年度（４～１２月末）の保証動向は、保証承諾が前年比１２９．６％と増

加、平成３０年２月の大雪の影響による「滞貨減産資金」の増加が要因となった 

・ 代位弁済は、大口の代位弁済の発生により、前年比１４１．８％と増加、また、条

件変更による返済緩和債権の残高も依然として高水準で推移しており、予断を

許さない状況にある 

【企業の声】 

・ ＩＴ導入により増収増益 

・ 仕入価格の上昇が止まらず、売上が増加していても利益が少なく厳しい状況 

・ 受注はあるが、電力・運賃などが値上げされ、利益率が下がっている 

・ 人手不足により受注を断らざるを得ないことがある 

・ 従業員の高齢化と若手人材の確保と教育が課題 

【景況アンケート】 [当協会利用の１０００企業を対象に実施、４２９企業が回答（回答率４２．９％）] 

・ 今期（平成３０年１０～１２月）の業況ＤＩ、売上高ＤＩは引き続き改善した 
来期は仕入価格ＤＩ以外の全ての項目で悪化が予想される 

・ 経営上の問題点としては、「人手不足」、「コスト高」を挙げる企業が多く見受けら

れた 
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調査方法・時期 

・ 平成３０年度（４～１２月末）の保証動向（保証承諾・事故報告・代位弁済）の分析 

・ 景況調査アンケート（当協会を利用する中小企業１０００企業：回答数４２９企業） 

今期（平成３０年１０～１２月）を前期（平成３０年４～６月）と比較 

来期（平成３１年１～３月）見通しを今期と比較 
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Ⅰ 調査概況 
 

【 概  要 】 
 

今回調査における中小企業の景況感は、「業況」、「売上高」で前回（平成３０年４～

６月）調査に引き続き改善し、全体として回復傾向が続いている。 

平成３０年度（４～１２月末）の保証動向は、保証承諾額が前年比１２９．６％となっ

た。運転資金では、平成３０年２月の大雪の影響により「滞貨減産資金」が大きく増

加し、設備資金では保証承諾額が前年比１６４．４％と引き続き設備投資に対して前

向きな姿勢が見受けられた。 

代位弁済額は、大口の代位弁済が発生したことから、前年比１４１．８％と増加し

た。 

来期(平成３１年１～３月)については、「仕入価格」以外の全ての項目で悪化が予

想されており、人手不足の問題も深刻化していることなどから、厳しい状況が見込ま

れる。 

 
 

[ 保証動向 平成３０年度（４～１２月末） ] 
 

 

当期保証承諾は、１，８９０件（前年比１２２．８％）、２４０億２３百万円（前年比１２９．６％）

と増加した。 

保証承諾額のうち、運転資金は２１７億４５百万円（前年比１２６．８％、構成比９０．５％）

となった。うち「滞貸減産資金」が８９億３１百万円（前年比２，５２２．７％、構成比３７．２％）

と運転資金の約４割を占め、そのほとんどが２月の大雪に係る保証によるものであった。 

設備資金は、２２億７９百万円（前年比１６４．４％、構成比９．５％）となった。「新規設備

資金」、「修理・修繕資金」が前年に比べ大きく増加し、前年に引き続き設備資金に対し

て前向きな姿勢が見受けられる。 

創業に係る保証承諾額は、創業支援の取組みを強化していることも影響し、５億４６百

万円（前年比１１６．２％）と増加した。 
 

当期条件変更承諾は、１，７３１件（前年比８４．７％）、２１３億２０百万円（前年比８３．１％）

となった。内容は、「返済方法変更」が８５億７３百万円（前年比６９．２％）、「期間延長」が１

２６億１７百万円（前年比９６．７％）となった。 

 

当期代位弁済は、９６件（前年比１０１．１％）、１２億５１百万円（１４１．８％）と大口の代

位弁済が発生したことにより増加した。原因別では、「商況不振」が全体の約８割を占め

た。 
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 [ 企業の声 ]  
 

当協会をご利用いただいている中小企業へのアンケートより現状を調査した結果、各

企業の代表者からは、次のような意見があった。 
 

・ ＩＴの導入により増収増益。 

・ 仕入価格の上昇が止まらず、売上が増加していても利益が少なく厳しい状況。 

・ 受注はあるが、電力・運賃などが値上げされ、利益率が下がっている。 

・ 人手不足により受注を断らざるを得ないことがある。 

・ 従業員の高齢化と若手人材の確保と教育が課題。 

 

[ 景況アンケート ] 
 

今回（平成３０年１０月～１２月）調査における中小企業の景況感は、「業況」、「売上

高」で前回（平成３０年４月～６月）調査に引き続き改善した。 

設備投資を予定している企業は、前回調査より増加。設備の更新や修理、増産設備の

導入など、前回調査に引き続き、設備投資に対して前向きな姿勢が見受けられる。 

経営上の問題点では、「人手不足」を挙げる企業が最も多く、依然として県内中小企

業者の大きな課題となっている。 

来期(平成３１年１～３月)については、仕入価格以外の全ての項目で悪化が予想されて

おり、かつ、人手不足による問題が深刻化していることなどから、引き続き、厳しい状況が

見込まれる。 
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Ⅱ 保証動向 平成３０年度（４～１２月末） 
 

１ 保証承諾 
 

当期保証承諾は、１，８９０件（前年比１２２．８％）、２４０億２３百万円（前年比１２９．６％）

と増加した。 

資金使途別では、運転資金が２１７億４５百万円（前年比１２６．８％、構成比９０．５％）、

設備資金は２２億７９百万円（前年比１６４．４％、構成比９．５％）となった。 

運転資金の内訳は、「滞貨減産資金」が８９億３１百万円（前年比２，５２２．７％）と保証

承諾全体の約４割を占め、そのほとんどが２月の大雪に係る保証によるものであった。 

設備資金の内訳は、「新規設備資金」が前年比２０３．６％と増加したほか、「修理・修

繕資金」についても前年比５９６．１％と大きく増加し、引き続き設備投資に対する前向き

な姿勢が見受けられた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

業種別にみると、製造業の保証承諾額は６０億３４百万円（前年比１３８．６％）。うち、繊

維品工業は１１億４１百万円（前年比１１２．２％）、眼鏡工業は８億９３百万円（前年比１７６．

７％）となった。 

非製造業の構成比上位３業種をみると、建設業６２億８０百万円（前年比１２９．５％）、

卸売業４４億５７百万円（前年比１８８．７％）、小売業３８億６４百万円（前年比１４５．０％）

となった。 

 

（条件変更） 

当期条件変更承諾は、１，７３１件（前年比８４．７％）、２１３億２０百万円（前年比８３．１％）

となった。内容は、「返済方法変更」が８５億７３百万円（前年比６９．２％）、「期間延長」が１

２６億１７百万円（前年比９６．７％）となった。 

 

 

 

99.4%

0.6%

滞貨減産資金の構成比

大雪対応分 大雪対応分以外

25.8%

37.2%

21.6%

9.5%

5.9%

保証承諾の資金使途別構成比

経常運転 滞貨減産 借替 設備 その他
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延滞

32.7%

休業・廃業

18.2%

保証人事故

15.7%

法的整理の申立

12.8%

期限経過

8.0%

その他

12.5%

原因別事故報告受付額

延滞 休業・廃業 保証人事故 法的整理の申立 期限経過 その他

２ 事故報告 
 

当期事故報告受付は２４億５３百万円（前年比１１７．３％）となった。 

内容は、「延滞」が８億３百万円（前年比９３．９％，構成比３２．７％）、「休業・廃業」が

４億４７百万円（前年比２９６．２％，構成比１８．２％）、「保証人事故」が３億８６百万円

（前年比９７．１％，構成比１５．７％）、「法的整理の申立」が２億３３百万円(前年比８３．

１％，構成比１２．８％)、「期限経過」が１億９７百万円（前年比２９２．６％，構成比８．０％）

となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

業種別では、製造業、小売業、運送倉庫業、不動産業で前年を上回った。 

 

３ 代位弁済  
 
当期代位弁済は、９６件（前年比１０１．１％）、１２億５１百万円（１４１．８％）と大口の代

位弁済発生により増加した。 

原因別では、「商況不振」が全体の約８割を占めた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

業種別では、サービス業、卸売業、飲食業などで減少した一方、製造業、建設業、小売

業では前年を上回った。 

商況不振

78.6%

金融困難

16.4%

競争激化

2.4%
その他

2.6%

原因別代位弁済額

商況不振 金融困難 競争激化 その他
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Ⅲ 企業の声  

当協会をご利用いただいている中小企業へのアンケートにより現状を調査した結果、

各企業の代表者からは、次のような意見があった。 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

１ 繊維品製造 

・ 販売価格が上がると受注が減ってしまうため、経費増加に見合う工賃の値上げ

ができない。 

・ 人件費等コストが大幅に上がっており、積極的な設備更新を考えるが、リスクが

高く検討中。 

・ 受注はあるが、電力・運賃などが値上げされ、利益率が下がっている。工賃の値

上げ交渉もしているが半分も上がっていない。 

 

２ 機械・金属製造 

・ 職人の高齢化に伴い、技術継承を行っているが時間がかかる。 

・ 人手不足により受注を断らざるを得ないことがある。 

 

３ 眼鏡製造業 

・ 受注の不安定や人手不足による従業員の負担増、合金ロー付の担い手不足に

より事業承継の考え方が定まらない。 

・ 製造に自信があり、色々な注文に応じることはできるが、営業に課題があるように

思う。 

 

４ その他の製造 

・ 後継者がいないため、思い切った設備投資がしづらい。 

・ 仕入価格の上昇が止まらず、売上が増加していても利益が少なく厳しい状況。 

・ 従業員の高齢化、若手人材の確保と教育が課題。 

 

 

 

 

 

＜概 要＞ 
 

・ ＩＴの導入により増収増益。 

・ 仕入価格の上昇が止まらず、売上が増加していても利益が少なく厳しい状況。 

・ 受注はあるが、電力・運賃などが値上げされ、利益率が下がっている。 

・ 人手不足により受注を断らざるを得ないことがある。 

・ 従業員の高齢化と若手人材の確保と教育が課題。 
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５ 建設 

・ 受注があっても人手不足・技術者不足のため、受注ができない。 

・ 若年労働者の不足により従業員の高齢化が進行し、技術の継承に問題がある。 

・ 公共工事が年々減少して経営状況も厳しくなってきている。 

・ 低コスト住宅が多くなり、コスト面を指摘する顧客が増えた。また、天候も悪く思う

ように現場が回せず資金も苦しくなっている。 

・ 民間工事については消費税増税による影響が心配され、また、官工事では福井

国体も終わり、オリンピックでの地域集中により、地方での発注量の減少が考え

られる。 

 

６ 卸売 

・ 競争の激化、仕入高。 

・ 従業員の高齢化により、仕事の質が低下。新しい従業員がなかなか見つからな

い。 

・ 少量多品目多品種になってきており、売上としては上がりにくい状況になってき

ている。人手不足もあり多角的な事業は行いにくい状況。 

 

７ 小売・飲食 

・ 顧客が多い時に、人手不足により対応できないことがある。 

・ 顧客数は減少していないが、単価が減少しており、単価を上げるための努力が

必要。 

・ インターネット販売、通信販売が増加し、また、流行の移り変わりが早く、なかな

か先が見えない。 

・ 仕入単価、人件費、エネルギー価格の上昇により経費が増加。 

 

８ 運送倉庫業 

・ 北陸新幹線延伸の影響により建設需要が高まり、売上が増加する。 

・ 原油高、人件費の高騰により、ランニングコストが利益を圧迫している。 

 

９ サービス 

・ ＩＴの導入により増収増益。 

・ 業務を拡大する市場はあるものの、人材が不足しており積極的な営業が出来な

い。今後、女性社員の活用も検討しているが、顧客との調整が必要であり時間を

要する。 

・ 今後仕事は増加する予定であるが人手不足によりバランスがとれるかが心配。 

・ 事業承継するために設備などの修理を計画的に行っている。 

 

１０ 不動産 

・ 少子化、人口流出等による人口減少で不動産購入者の絶対数が減少すること

から、将来への不安を感じる。 
・ 地価の下落により取引額が低下することから、手数料収入の減少が懸念される。 
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Ⅳ 景況アンケート 
 

１ 調査要領 
  

（１）調査時期    平成３０年１２月 

（２）方  法    郵便封書による送付・回答 

（３）対象期間    平成３０年１０～１２月の実績（今期） 

          平成３１年１～３月の予想（来期） 

（４）対  象    当協会を利用する中小企業１０００企業 

           （従業員２０人以下の企業が９割以上を占める） 

（５）回答企業    ４２９企業（回答率：４２．９％） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（６）分析方法 

本報告書の DIとは、Diffusion Index（景気動向指数）の略で、各調査項
目について＜良い・やや良い＞とする企業割合と、＜悪い・やや悪い＞とす
る企業割合の差を表したものである。また、前回 DIとは平成３０年７月調査
時を差す。 

 

   ※ 前回調査（平成３０年４～６月） 
 
 
２ 調査結果 
 
（１）総括 
 
 
 

今期（平成３０年１０～１２月）の業況 DIは０．９（前回より２．１ポイント上昇）、売上高 DI 

２．３（２．０ポイント上昇）と前回調査に引き続き改善した。 

来期(平成３１年１～３月)については、仕入価格以外の全ての項目で悪化が予想され

ており、かつ、人手不足による問題が深刻化していることなどから、厳しい状況が見込ま

れる。  

業    種 送付企業数 回答企業数 回答率 

製造業 ２１１ ９８ ４６．４％ 

建設業 ２５２ １０９ ４３．３％ 

卸売業 １０２ ４０ ３９．２％ 

小売業・飲食店 ２４３ ８９ ３６．６％ 

運送倉庫業 ２３ １１ ４７．８％ 

サービス業 １５６ ７７ ４９．４％ 

不動産業 １３ ５ ３８．５％ 

前回調査より改善している 来期は厳しい見通し 
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△ 63.5

△ 54.1

△ 43.7△ 42.4
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ＤＩ値 自社の業況ＤＩ値の推移
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ＤＩ値 売上高ＤＩ値の推移

（２）業況 
 
 
 
 

今期の業況DI（良い－悪い）は０．９となり、前回DI△１．２より２．１ポイント上昇し、

前回調査に引き続き改善した。運送倉庫業１８．２（前回DIより６３．７ポイント上昇）、

眼鏡製造業△９．１（前回DIより２４．２ポイント上昇）で改善。一方、繊維品製造業△１

９．２（前回DIより３１．０ポイント下降）、飲食業△２０．８（前回DIより９．０ポイント下降）

と悪化した。 

来期の業況DIは、△１７．７と今期より１８．６ポイント下降の見通し。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
（３）売上高 
 
 
 

 
今期の売上高 DI（増加－減少）は２．３となり、前回 DI０．３より２．０ポイント上昇し、

前回調査に引き続き改善した。眼鏡製造業０．０（前回 DI より６６．７ポイント上昇）、運
送倉庫業３６．４（前回 DI より５４．６ポイント上昇）で大きく改善。一方、飲食業△３３．３
（前回 DI より３３．３ポイント下降）、機械・金属製造業３１．６（前回 DI より１８．４ポイント
下降）と悪化した。 

来期の売上高 DIは、△１５．９と今期より１８．２ポイント下降の見通し。 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

  

前回調査に引き続き改善している 来期は厳しい見通し 

 

前回調査に引き続き改善している 来期は厳しい見通し 
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ＤＩ値 採算ＤＩ値の推移
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ＤＩ値 仕入価格ＤＩ値の推移

（４）採算 
 
 
 

今期の採算 DI（良い－悪い）は△１３．１となり、前回 DI△８．７より４．４ポイント下降

した。眼鏡製造業△１８．２（前回 DI より８１．８ポイント上昇）、運送倉庫業０．０（前回

DI より６３．６ポイント上昇）と大きく改善。一方、飲食業△５０．０（前回 DI より５０．０ポ

イント下降）、繊維品製造業△３４．６（前回 DI より２８．７ポイント下降）と悪化した。 

来期の採算 DIは、△２５．２と今期より１２．１ポイント下降の見通し。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
（５）仕入価格 
 
 
 

今期の仕入価格 DI（低下－上昇）は△４８．３となり、前回 DI△４２．０より６．３ポイント

下降した。不動産業２０．０（前回 DI より２０．０ポイント上昇）、サービス業△２７．３（前回

DI より１１．０ポイント上昇）と改善。一方、卸売業△６２．５（前回 DI より３４．４ポイント下

降）、機械・金属製造業△５２．６（前回 DI より２４．０ポイント下降）と悪化した。 

来期の仕入価格 DIは△４４．３と今期より４．０ポイント改善の見通し。 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

前回調査に引き続き厳しい 来期は改善の見通し 

前回調査より厳しい 来期も厳しい見通し 
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無回答

＜設備投資の内容＞
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ＤＩ値 資金繰りＤＩ値の推移

（６）資金繰り 

 
 
 

今期の資金繰り DI（良い－悪い）は△１７．２となり、前回 DI△１４．４より２．８ポイン

ト下降した。運送倉庫業０．０（前回 DI より２７．３ポイント上昇）、卸売業△１７．５（前回

DI より１６．９ポイント上昇）と改善。一方、飲食業△３７．５（前回 DI より３１．６ポイント

下降）、不動産業０．０（前回 DI より２５．０ポイント下降）と悪化した。 

来期の採算 DIは、△２１．９と今期より４．７ポイント下降の見通し。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（７）設備投資について  

 

設備投資の予定が「ある」は１１７企業（構成比２７．３％）となり、設備投資を予定して

いる企業は前回調査（同２７．０％）より増加 

内容では「設備更新（入替・代替）」４６企業、「設備修理・修繕」４１企業の順となり、

前回調査に引き続き、設備投資に意欲的な姿勢が見受けられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今後１年間のうちに設備投資を予定している企業は、４２９企業中、１１７

企業（構成比２７．３％）となり、前回調査（同２７．０％）より増加 

前回調査より厳しい 来期も厳しい見通し 

 

※複数回答有 
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（８）業種 

１ 繊維品製造業 

調査項目全てにおいてマイナスであり、来期も仕入価格を除き全体的に悪化することが

見込まれ、引き続き厳しい状況が続くものと予想される。 

 

２ 機械・金属製造業 

業況、売上高、採算について引き続き好調。来期は全体的に悪化が見込まれるほか、

半数を超える企業が人手不足を訴えており、厳しい状況が予想される。 

 

３ 眼鏡製造業 

売上高、採算を中心に全体的に改善。来期は仕入価格について改善が見込まれるが、

業況、売上高については悪化が見込まれる。 

 

４ その他製造業 

仕入価格が悪化しているが、業況、売上高、採算について改善。来期は仕入価格、資

金繰りについて改善が見込まれるが、業況、売上高、採算については悪化が見込まれる。 

 

５ 建設業 

業況、売上高について引き続き好調。来期は全体的に悪化が見込まれるほか、回答企

業の７割が人手不足を訴えており、厳しい状況が予想される。 

 

６ 卸売業 

仕入価格が悪化しているが、売上高、資金繰りについて改善。来期は仕入価格につい

ては悪化。来期は仕入価格を除き全体的に悪化が予想される。 

 

７ 小売業 

 採算、仕入価格、資金繰りについて悪化するが、業況、売上高については改善。 

来期は仕入価格を除き全体的に悪化が見込まれる。 

 

８ 飲食業 

仕入価格を除いた調査項目全てについて悪化。来期は資金繰りについては改善が見

込まれるも、全体的に悪化が予想される。 

 

９ 運送倉庫業 

業況、売上高、採算について大きく改善し、全体的に好調。来期は業況について改善

が見込まれるものの、売上高、採算、資金繰りについては悪化が見込まれる。半数を超え

る企業が人手不足を訴えている。 

 

１０ サービス業 

売上高を中心に全体的に改善。来期は全体的に悪化が見込まれるほか、人手不足を

訴える企業が多く、厳しい状況が予想される。 
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１１ 不動産業 

売上高、採算、仕入価格について改善し、全体的に好調。来期は仕入価格を除き全体

的に悪化が見込まれる。 

 

 

（９）経営上の問題点 

「人手不足」を経営上の問題点として挙げる企業が最も多く、４２９企業のうち２００企業

（構成比４６．６％）と５．５％増加した。「後継者問題」を挙げる企業についても９４企業（同

２１．９％）と５．１％増加し、人に関する問題が深刻化していることが見受けられる。 

「売上・受注の減少」、「同業他社との競争激化」を挙げる企業についても依然として多

く見られた。 
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人手不足

売上・受注の減少
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コスト高（商品製品単価）

後継者問題

人件費の増加

販売力不足

資金調達

消費者ニーズの多様化

環境問題（天候不順・温暖化）

技術・商品の開発

仕入先・販売先との取引条件悪化

過剰在庫

金利上昇

その他

＜経営上の問題点＞

※複数回答有 
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 自 社 の 業 況 売 上 高 

業  種 今期ＤＩ(A) 来期ＤＩ(B) 見通し(B)-(A) 

(f((()()(B)-(A) 

今期ＤＩ(A) 来期ＤＩ(B) 見通し(B)-(A) 

繊維品製造業 △ 19.2 △ 38.5 △ 19.3 △ 15.4 △ 30.8 △ 15.4 
機械・金属製造業 42.1 21.1 △ 21.0 31.6 5.3 △ 26.3 
眼鏡製造業 △ 9.1 △ 27.3 △ 18.2 0.0 △ 9.1 △ 9.1 
その他製造業 21.4 △ 7.1 △ 28.5 16.7 △ 11.9 △ 28.6 
製造業 計 11.2 △ 12.2 △ 23.4 9.2 △ 13.3 △ 22.5 
建設業 13.8 △ 14.7 △ 28.5 10.1 △ 11.0 △ 21.1 
卸売業 △ 22.5 △ 30.0 △ 7.5 △ 22.5 △ 27.5 △ 5.0 
小売業 △ 7.7 △ 29.2 △ 21.5 4.6 △ 30.8 △ 35.4 
飲食店 △ 20.8 △ 20.8 0.0 △ 33.3 △ 20.8 12.5 
運送倉庫業 18.2 0.0 △ 18.2 36.4 9.1 △ 27.3 
サービス業 △ 7.8 △ 14.3 △ 6.5 △ 2.6 △ 9.1 △ 6.5 
不動産業 20.0 △ 20.0 △ 40.0 40.0 △ 20.0 △ 60.0 
全   体 0.9 △ 17.7 △ 18.6 2.3 △ 15.9 △ 18.2 
       

  採 算 仕 入 価 格 

業  種 今期ＤＩ(A) 来期ＤＩ(B) 見通し(B)-(A)  今期ＤＩ(A) 来期ＤＩ(B) 見通し(B)-(A) 

維維品製造業 △ 34.6 △ 46.2 △ 11.6 △ 53.8 △ 50.0 3.8 
機械・金属製造業 15.8 △ 15.8 △ 31.6 △ 52.6 △ 57.9 △ 5.3 
眼鏡製造業 △ 18.2 △ 18.2 0.0 △ 36.4 △ 18.2 18.2 
その他製造業 4.8 △ 11.9 △ 16.7 △ 59.5 △ 52.4 7.1 
製造業 計 △ 6.1 △ 22.4 △ 16.3 △ 54.1 △ 49.0 5.1 
建設業 △ 2.8 △ 25.7 △ 22.9 △ 58.7 △ 57.8 0.9 
卸売業 △ 25.0 △ 30.0 △ 5.0 △ 62.5 △ 57.5 5.0 
小売業 △ 24.6 △ 38.5 △ 13.9 △ 36.9 △ 30.8 6.1 
飲食店 △ 50.0 △ 25.0 25.0 △ 66.7 △ 54.2 12.5 
運送倉庫業 0.0 △ 9.1 △ 9.1 △ 45.5 △ 36.4 9.1 
サービス業 △ 13.0 △ 16.9 △ 3.9 △ 27.3 △ 23.4 3.9 
不動産業 20.0 △ 20.0 △ 40.0 20.0 △ 20.0 △ 40.0 
全   体 △ 13.1 △ 25.2 △ 12.1 △ 48.3 △ 44.3 4.0 
       

  資 金 繰 り 

業  種 今期ＤＩ(A) 来期ＤＩ(B) 見通し(B)-(A)    

繊維品製造業 △ 38.5 △ 50.0 △ 11.5    

機械・金属製造業 0.0 △ 5.3 △ 5.3    

眼鏡製造業 △ 18.2 △ 18.2 0.0    

その他製造業 △ 19.0 △ 16.7 2.3    

製造業 計 △ 20.4 △ 23.5 △ 3.1    

建設業 △ 5.5 △ 14.7 △ 9.2    

卸売業 △ 17.5 △ 25.0 △ 7.5    

小売業 △ 29.2 △ 35.4 △ 6.2    

飲食店 △ 37.5 △ 20.8 16.7    

運送倉庫業 0.0 △ 9.1 △ 9.1    

サービス業 △ 16.9 △ 20.8 △ 3.9    

不動産業 0.0 0.0 0.0    

全   体 △ 17.2 △ 21.9 △ 4.7    
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自 

社 

の 

業 

況 

  H29.4～6 H29.10～12 前回(H30.4～6） 今回(H30.10～12） 比較（今回ー前回） 

繊維品製造業 △ 47.1 △ 13.0 11.8 △ 19.2 △ 31.0 

機械・金属製造業 7.7 40.9 50.0 42.1 △ 7.9 

眼鏡製造業 0.0 △ 35.3 △ 33.3 △ 9.1 24.2 

その他製造業 △ 21.2 13.5 △ 2.9 21.4 24.3 

製造業 計 △ 19.4 5.1 10.1 11.2 1.1 

建設業 △ 22.0 9.9 18.1 13.8 △ 4.3 

卸売業 △ 19.4 △ 21.4 △ 21.9 △ 22.5 △ 0.6 

小売業 △ 31.5 △ 35.6 △ 13.0 △ 7.7 5.3 

飲食店 △ 28.6 △ 25.0 △ 11.8 △ 20.8 △ 9.0 

運送倉庫業 9.1 △ 23.1 △ 45.5 18.2 63.7 

サービス業 7.3 0.0 △ 15.0 △ 7.8 7.2 

不動産業 0.0 57.1 25.0 20.0 △ 5.0 

全   体 △ 16.9 △ 3.9 △ 1.2 0.9 2.1 

       

売 

上 

高 

  H29.4～6 H29.10～12 前回(H30.4～6） 今回(H30.10～12） 比較（今回ー前回） 

繊維品製造業 △ 29.4 △ 4.3 0.0 △ 15.4 △ 15.4 

機械・金属製造業 23.1 36.4 50.0 31.6 △ 18.4 

眼鏡製造業 0.0 △ 35.3 △ 66.7 0.0 66.7 

その他製造業 △ 33.3 18.9 △ 5.7 16.7 22.4 

製造業 計 △ 18.1 8.1 4.3 9.2 4.9 

建設業 △ 28.0 16.8 24.5 10.1 △ 14.4 

卸売業 △ 12.9 3.6 △ 25.0 △ 22.5 2.5 

小売業 △ 40.7 △ 31.5 △ 8.7 4.6 13.3 

飲食店 △ 33.3 △ 31.3 0.0 △ 33.3 △ 33.3 

運送倉庫業 △ 9.1 △ 15.4 △ 18.2 36.4 54.6 

サービス業 3.6 △ 1.5 △ 18.3 △ 2.6 15.7 

不動産業 0.0 14.3 0.0 40.0 40.0 

全   体 △ 20.5 0.2 0.3 2.3 2.0 

       

採 
 

算 

  H29.4～6 H29.10～12 前回(H30.4～6） 今回(H30.10～12） 比較（今回ー前回） 

繊維品製造業 △ 41.2 △ 26.1 △ 5.9 △ 34.6 △ 28.7 

機械・金属製造業 7.7 13.6 28.6 15.8 △ 12.8 

眼鏡製造業 △ 22.2 △ 29.4 △ 100.0 △ 18.2 81.8 

その他製造業 △ 30.3 5.4 0.0 4.8 4.8 

製造業 計 △ 25.0 △ 6.1 0.0 △ 6.1 △ 6.1 

建設業 △ 29.3 0.8 3.2 △ 2.8 △ 6.0 

卸売業 △ 45.2 △ 14.3 △ 18.8 △ 25.0 △ 6.2 

小売業 △ 31.5 △ 35.6 △ 17.4 △ 24.6 △ 7.2 

飲食店 △ 42.9 △ 50.0 0.0 △ 50.0 △ 50.0 

運送倉庫業 △ 9.1 △ 23.1 △ 63.6 0.0 63.6 

サービス業 △ 7.3 △ 6.2 △ 18.3 △ 13.0 5.3 

不動産業 △ 20.0 0.0 0.0 20.0 20.0 

全   体 △ 26.6 △ 11.6 △ 8.7 △ 13.1 △ 4.4 
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仕 

入 

価 

格 

 H29.4～6 H29.10～12 前回(H30.4～6） 今回(H30.10～12） 比較（今回ー前回） 

繊維品製造業 △ 35.3 △ 43.5 △ 64.7 △ 53.8 10.9 

機械・金属製造業 △ 30.8 △ 31.8 △ 28.6 △ 52.6 △ 24.0 

眼鏡製造業 △ 11.1 △ 47.1 △ 33.3 △ 36.4 △ 3.1 

その他製造業 △ 15.2 △ 51.4 △ 40.0 △ 59.5 △ 19.5 

製造業 計 △ 22.2 △ 44.4 △ 43.5 △ 54.1 △ 10.6 

建設業 △ 31.7 △ 43.5 △ 56.4 △ 58.7 △ 2.3 

卸売業 △ 19.4 △ 50.0 △ 28.1 △ 62.5 △ 34.4 

小売業 △ 20.4 △ 37.0 △ 21.7 △ 36.9 △ 15.2 

飲食店 △ 38.1 △ 50.0 △ 70.6 △ 66.7 3.9 

運送倉庫業 △ 36.4 △ 15.4 △ 27.3 △ 45.5 △ 18.2 

サービス業 △ 18.2 △ 26.2 △ 38.3 △ 27.3 11.0 

不動産業 0.0 △ 42.9 0.0 20.0 20.0 

全   体 △ 24.5 △ 39.8 △ 42.0 △ 48.3 △ 6.3 

       

資 

金 

繰 

り 

 H29.4～6 H29.10～12 前回(H30.4～6） 今回(H30.10～12） 比較（今回ー前回） 

繊維品製造業 △ 17.6 △ 13.0 △ 29.4 △ 38.5 △ 9.1 

機械・金属製造業 △ 7.7 4.5 0.0 0.0 0.0 

眼鏡製造業 △ 44.4 △ 41.2 △ 33.3 △ 18.2 15.1 

その他製造業 △ 3.0 △ 24.3 △ 17.1 △ 19.0 △ 1.9 

製造業 計 △ 12.5 △ 18.2 △ 17.4 △ 20.4 △ 3.0 

建設業 △ 22.0 △ 13.7 △ 8.5 △ 5.5 3.0 

卸売業 △ 22.6 △ 28.6 △ 34.4 △ 17.5 16.9 

小売業 △ 35.2 △ 45.2 △ 26.1 △ 29.2 △ 3.1 

飲食店 △ 28.6 △ 43.8 △ 5.9 △ 37.5 △ 31.6 

運送倉庫業 △ 36.4 △ 15.4 △ 27.3 0.0 27.3 

サービス業 △ 10.9 △ 18.5 △ 3.3 △ 16.9 △ 13.6 

不動産業 △ 20.0 57.1 25.0 0.0 △ 25.0 

全   体 △ 21.1 △ 21.8 △ 14.4 △ 17.2 △ 2.8 
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用語・語句の説明  

 

保証承諾  

中小企業から保証委託の申込を受け、信用保証協会が応諾 （金融機

関に対し信用保証書を交付）すること  

 

事故報告  

金融機関が保証先中小企業について、債権保全上、債務履行を困難

とする事実を予見したり認知した場合に信用保証協会に対して通知・報告

すること  

 

代位弁済  

信用保証付の融資金等が、中小企業の倒産などの事由により金融機関

への返済が不能となったとき、信用保証協会が中小企業に代わり、金融機

関に対しその残額を支払うこと（保証債務履行）  

 

滞貸減産資金  

売上高や販売数量の減少等から経営の安定に支障を生じている中小

企業に対して、不足資金を補填することを目的とした運転資金。  

 

借替資金  

既往借入金を新規借り入れにより借り替えし、毎月の返済額を軽減させ

ることにより、資金繰りの円滑化を図ることを目的とした資金。  

 

商況不振  

一般的な不況。受注の減少、販売価格の下落等により事業内容が悪化

すること  


